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 水道施設耐震工法指針・同解説(2009）は，その安全性照査式が提示されているが，設計実務レベルで

の性能設計法が定着したとは言い難い．原因として，設計者が達成した安全性が破壊確率や安全性指標で

確認できない点や，そもそも設計変数の不確実性の取り扱いが明示されていない問題点がある． 

    本論では，性能設計法の観点から，既往設計指針の問題点について検討し，それを解決する新安全性

照査法を提案する．とくに，既往設計指針が達成している耐震安全性を安全性指標で定量評価する．さら

に，性能設計法の設計自由度の観点から，設計算定式の一部を変更した場合の影響を構造解析係数を用い

て評価する手法を提示する． 
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1. はじめに 
 
 水道施設耐震工法指針・同解説 1) (2009)（略して既往

設計指針）は約 10 年毎に改訂されてきたが，設計実務

レベルでの信頼性設計法の進展は初期レベルに留まって

おり，性能設計法が定着したとは言い難い状況にある．

性能設計法が真に定着しているならば，水道事業者は既

往設計指針により水道給水システムや，管体および主要

施設の耐震性能に対してどのような安全性が確保できて

いるのかを定量的に把握できていなければならない． 
しかしながら，誰も使用している管体の破壊確率（あ

るいは安全性指標）や水道システムの地震時給水性能実

現確率を把握できている訳ではない．確かに，既往設計

指針ではこのような情報の把握を要請していない．一方， 
許容応力度設計法の時代には，安全率を用いて少なくと

も設計者は設計過程でその対象物の安全性を確認してい

たが，既往の設計過程ではその安全性を破壊確率や安全

性指標などの尺度で確認しているとは言い難い． 

 水道事業者は，既往設計指針の安全性照査式に従って

耐震安全性を照査しているから性能設計法を実践してい

ると主張するかもしれない．しかし，その計算過程で安

全性照査式に現れる部分係数の大半を１と設定する事例

が見られるが，そのことの意味は正しく理解されている

のか懸念されるところである． 
 本論では，性能設計法の観点から既往設計指針の問題

点について検討し，その問題点を解決する新照査法を提

案する． 
既往設計指針の問題点として，以下の項目を挙げるこ

とができる． 
1) 既往設計指針で採用されている安全性照査式を用い

ることで，どのような耐震安全性を実現できているの

か実務設計者には不明である． 
2)  既往設計指針では，安全性照査式に含まれる部分係

数に関する解説はあるものの，設計変数（荷重・強度）

の不確実性は評価しようとしていない．それでは，性

能設計として不完結なものとなっている． 
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3) 管路や各種施設で構成される検討対象水道システム

の性能設計を実現する目標安全性指標が明示されてい

ない．したがって，検討対象システムの要素構造物の

目標安全性指標を実現しても，そのシステムの性能目

標値が実現できることは保証されていない．それでは，

性能設計を実現したことにはならない． 
 以上の問題点を解決するために性能設計のための新耐

震安全性照査法を展開する．とくに,  既往設計法が達成

しているはずの耐震安全性を照査し，新耐震安全性照査

法と既往設計指針の耐震安全性評価結果を比較検討する． 
 
 
2. インフラシステムの安全性照査法  

 
(1) 基本的枠組み 

 レベル I 信頼性設計法においては，種々な不確定要因

のうち，荷重および材料強度の変動要因はそれぞれの特

性値を用いて配慮される．その他の不確定要因と限界状

態に達したときの社会的影響などは，照査式でいくつか

の係数をかけたり，除したりすることで配慮される．こ

のような係数のことを部分係数と呼ぶことにする． 
    欧米における設計コードフォーマットの研究，実践は

1970年代から始まっており，1970年代後半には欧米各国

の設計指針において，下記の安全性評価式が提案されて

きた． 
 
CEB(Comite Europeen de Beton)2) 
 

(1) 
  
ここで，𝛾𝑅 , 𝛾𝑆は強度及び荷重をその効果に変換する関

数𝑓𝑘 , 𝑄𝑘は強度および荷重の特性値𝛾𝑋は変数 X の部分係

数． 
𝛾𝑚𝑖は抵抗係数 

 𝛾𝑓1は特性値からの偏差を評価する係数（荷重係数） 
𝛾𝑓2は組み合わせ荷重効果を評価する係数（組み合わ

せ係数） 
𝛾𝑓3は荷重の不正確さを評価する係数（構造解析係数） 
上述の強度および荷重の特性値とは，一般的には 95%

あるいは 5%の非超過確率値を意味している． 
 さらに，Ravindra and Galombos3)では下記のように，強

度の公称値や平均値に対する部分係数を用いた安全性評

価式を用いている． 
 

      (2) 
 
 ここで，𝜙とRnは強度の抵抗係数と強度公称値であり，

𝛾𝑘は荷重の部分係数であり，𝑆𝑘𝑚は荷重の平均値である． 

(2) 国内インフラシステムの安全性照査法 
 我が国の安全性評価式は，基本的には上記の評価式を

踏襲したものと言える． 
たとえば，道路橋示方書・同解説 4)では，次の安全性

評価式により道路橋構造物の安全性が照査されている． 
 

  (3) 
 
ここで，Piは荷重の特性値，Siは荷重効果，R は部材等

の抵抗特性値，fcは材料の特性値， は寸法の特性値， 
Φ𝑅は抵抗係数， 
𝛾𝑞𝑖は荷重係数， 
𝛾𝑝𝑖は荷重組み合わせ係数， 
𝜉1は調査・解析係数， 
𝜉2は部材・構造係数． 

が規定されている． 
 道路橋示方書は CEB と同様の評価式構造を有してい

るので，各部分係数は基本的に CEB と同様の方法で評

価されるものと思われる． 
 ところで，道路橋示方書・同解説 V耐震設計編では 
抵抗係数Φ𝑅は限界状態 1では 1，限界状態 2, 3では 0.65
と先験的に規定されている．同様に，調査・解析係数𝜉1

および部材・構造係数𝜉2が 1と先験的に規定されている． 
 抵抗係数は本来，抵抗特性値R, 荷重効果Sの予測不確

実性を考慮して発注者が要求する安全性水準を確保する

ために，設計者が信頼性設計法に基づいて設定する安全

性余裕代に相当する．この余裕代を道路橋示方書が先験

的に規定すると，設計者は性能設計法が本来的に持つ設

計の自由度が制限されることになる． 
これは，ISO6)の部分係数設定方法で各設計変数のバラ

ツキを考慮してその部分係数を設計者により算定できる

余地を残しているのとは異なる．その意味で道路橋示方

書が示す部分係数設計法は設計実務者が設計変数に対す

る部分係数を勝手に設定するのが難しい設計法と言わざ

るを得ない． 
一方，高圧ガス導管液状化耐震設計指針 7)は，道路橋

示方書改定版を基本として，液状化した地盤に埋設され

ているガス管路を対象に安全性照査法を示している．し

たがって，部分係数はCEBや道路橋示方書の部分係数

と基本的には同じものである． 
 道路橋示方書では，複数荷重の組み合わせを対象にし

ているが，ここでは地震荷重のみを取り出している．そ

して，構造物の安全性は次式で判定する． 
 

          (4) 
 
ここで，𝑆𝑑は照査用荷重，𝑅𝑑は照査用強度． 
照査用荷重，照査用強度は一般的な荷重抵抗係数設計

𝑔𝑅 (
𝑓𝑘

𝛾𝑚1𝛾𝑚2𝛾𝑚

) ≥ 𝑔𝑆(𝛾𝑓1𝛾𝑓2𝛾𝑓3𝑄𝑘) 

𝜉1 ∙ 𝜉2 ∙ 𝛷𝑅 ∙ 𝑅(𝑓𝑐 , 𝛥𝑐) ≥  ∑ 𝑆𝑖(𝛾𝑝𝑖 ∙ 𝛾𝑞𝑖 ∙ 𝑃𝑖) 

𝑆𝑑 ≤ 𝑅𝑑 
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法に倣って次式で定式化されている． 
 

 
(5) 

                          
 
ここで， 
 S( )  ：荷重算定関数 
      𝐹𝑘  ：荷重の特性値 
 𝛾𝑓   ：荷重係数（荷重の特性値のばらつき） 
 𝛾𝑎   ：構造解析係数（荷重算定式のばらつき） 

R( ) ：抵抗算定関数 
𝑓𝑘   ：抵抗の特性値 
𝛾𝑚 ：材料係数（材料の特性値のばらつき） 

 𝛾𝑏  ：部材係数（限界値算定式のばらつき） 

 
 高圧ガス導管液状化耐震設計指針の計算事例において，

部分係数値を𝛾𝑏 = 1, 𝛾𝑚 = 1および𝛾𝑎 = 1, 𝛾𝑓 = 1と設

定して設計検討する事例が散見される．一般的に，部分

係数の値が 1であることは取り扱う設計要因の不確実性

がゼロであることを指定するのと等価であると解釈でき

る．たとえば，𝛾𝑏 = 1は管の限界強度算定式が正確で

予測誤差が無いことを意味することになる．また，管材

の抵抗値は標準試験の供試体に対して本質的なバラツキ

を有しているが，通常は管材の加工形状の標準形からの

逸脱，設置条件，施工条件によりその特性値は影響を受

ける．したがって，𝛾𝑚 = 1は管材の抵抗𝑓𝑘について実

際の使用条件での抵抗値と標準試験体の抵抗値の間に乖

離が無いことを保証したことになる．このことから，

𝑅(𝑓𝑘/𝛾𝑚)/𝛾𝑏は管材の抵抗に関する本質的なバラツキ以

外の予測誤差が無いことになるが，管材の抵抗に関する

本質的なバラツキだけは評価する必要があることになる． 
荷重についても同様の議論が成り立つ．すなわち，

𝛾𝑎 = 1は荷重算定式の予測誤差の無いことを意味し，

𝛾𝑓 = 1は荷重算定式を構成する複数の設計変数𝐹𝑘の設

定方法には間違いが無いことを意味している．しかし，

荷重算定関数に含まれる地震荷重や地盤特性値などは本

質的にバラツキを有しており，それを評価する必要があ

る． 
 
(3)  既往水道施設耐震工法指針の安全性照査法 
 既往設計指針（水道施設耐震工法指針・同解説(2009)）

では，基本的に高圧ガス導管液状化耐震設計指針と同様

の安全性照査法が用いられている． 
 

(6) 
             
 

ここで，𝑆𝑑は照査用荷重，𝑅𝑑は照査用強度，𝛾𝑖は構造

物係数であり，「構造物の重要度や限界状態に達したと

きの社会的影響等を考慮して定めるものであり，一般に

1.0~1.2としてよい．」と解説されている． 
既往設計指針では，照査用荷重、照査用強度に関する

これ以上の規定がないため，実務設計者はこれらの照査

用変数自体は不確実性を含まないものとして取り扱うこ

とになる．しかし、照査用強度は，工業製品における従

来からの慣習に従えば，平均値から何らかの安全性余裕

を見て設定する公称値であり，照査用荷重は、設計変数

の予測誤差を考慮して余裕代を含んで設定される設計変

数と考えるのが蓋然的であると言える． 
その場合には，照査用変数𝑅𝑑 , 𝑆𝑑と設計変数𝑅, 𝑆は以

下の関係で結ばれることになる． 
 

              (7) 
 
ただし，S は荷重特性値，R は強度（抵抗）特性値，𝛾𝑎

は構造解析係数，𝛾𝑏は部材係数．ここに，設計変数 R, S

は本来的に不規則変数であり，確率統計値（例えば，平

均値𝜇と変動係数𝛿）により次式の形で表現できる． 
 

                  (8) 
 

ところで，実務設計上において安全性照査式に含まれ

る部分係数のすべての値が 
     𝛾𝑖 = 1, 𝛾𝑎 = 1, 𝛾𝑏 = 1 

と設定 8)されることがしばしば見られる．この場合は，

設計式や予測式のバラツキは無いものと解釈されるが，

設計変数 R, Sの本質的なバラツキは評価されなければな

らない．すなわち，R については強度特性値としての本

質的なバラツキを，S については例えば地震荷重がもつ

本質的なバラツキや管路沿線上の地盤特性値の予測誤差

などを評価することが求められることになる． 
 
 
3. 地震荷重とそのバラツキ 

 

(1) 地震荷重の予測誤差 

 地震発生から検討対象地盤の工学的基盤面上に到着す

るまでの地震波の伝搬過程を図-1に示す．同図において，

震源断層のモーメントマグニチュード𝑀𝑤，震源距離 R，

距離減衰式𝑓(𝑀𝑤 , 𝑅)，基盤地震動𝐴𝐵は，それぞれに起

因する予測誤差を有しているが，ここではそれらの変数

による誤差が総合的に表層地盤応答倍率と設計加速度応

答スペクトルの中に包含されていると見なして簡易的に

評価するものとする． 
 

𝑆𝑑 = 𝛾𝑎 ∙ 𝑆(𝛾𝑓 ∙ 𝐹𝑘) 

𝑅𝑑 = 𝑅(𝑓𝑘/𝛾𝑚)/𝛾𝑏 

𝑅𝑑 = 𝑅/𝛾𝑏  , 𝑆𝑑 = 𝛾𝑎𝑆 

𝑅 = 𝑅(𝜇𝑅 , 𝛿𝑅)  , 𝑆 = 𝑆(𝜇𝑆, 𝛿𝑦) 
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(2) 応答スペクトルの予測誤差 
 加速度応答スペクトル 𝑆𝐴(𝑇)の予測誤差は，地盤応答

倍率の予測誤差と加速度時刻歴の不規則性に起因する．

その設計加速度応答スペクトルは，地震規模・地震動特

性・地盤条件など種々の要素ごとに分類された既往の多

くの地震動観測記録を用いて，その確率統計的処理を経

て策定されたものである．しかし，最終的に策定された

設計加速度応答スペクトルの確率統計的情報は設計指針

を利用する設計者には明示的でなかった． 
 ここでは，設計加速度応答スペクトルに関する限定さ

れた情報から，その平均値および変動係数を次のように

推定する． 
 水道施設耐震工法指針・同解説(2001年版)では地盤 
種別ごとに，90 %非超過確率線と70 %非超過確率線によ 
り，設計加速度応答スペクトルが  𝑆𝐴(𝑇, 0.9), 𝑆𝐴(𝑇, 0.7) 
と表現されている． 
いま，III種地盤を例にとると図-2から標準正規分布関 

数を用いて，以下の関係式が得られる． 
 

  

 

(9) 

 

したがって，𝑆𝐴(𝑇)の平均値，標準偏差，変動係数は次

の値となる． 

    𝜇𝑆𝐴 = 523𝑐𝑚/𝑠2     𝜎𝑆𝐴 = 528𝑐𝑚/𝑠2      𝛿𝑆𝐴 = 1.0 
 
この2本の線分の値を用いて求めた表層地盤種別I種,  

II種, III種地盤に対する設計加速度応答スペクトル SA

の平均値と変動係数の一覧表を表-1 に示す．同表より，

表層地盤の設計加速度応答スペクトルの変動係数は

0.7~1.0の大きさであることがわかる． 

 同様に，設計速度応答スペクトルの平均値，標準偏差，  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 地震波の震源からサイトまでの伝搬過程 9) 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 
 

図-2 設計加速度応答スペクトル 1) 

（レベル2地震動，III種地盤） 

 

表-1 設計加速度の確率統計量 

 

 

 

 

 

 

 

 
変動係数も次式から算定できる． 
 
 
   
 

(10) 
                  
 

 

したがって，レベル1，レベル2地震動に対する𝑆𝑉(𝑇)の

平均値，標準偏差，変動係数を表-2 に示す．ただし，

レベル1地震動については図-3のような情報が無いため，

便宜的にレベル 2地震動の場合の変動係数を仮定する． 

                         
(3) 地震動と限界状態の関係 

 我が国では，設計地震動加速度の規模をレベル 1, レ

ベル 2の 2種類の地震動を構造物耐震設計用の地震荷重 

としている．一方，米国の耐震設計指針 10)では，設計加 

速度の規模を 3種類の地震モデルMOE (Maximum  operat 
ional earthquake), DBE (Design based earthquake), MCE (Maximum 
considered earthquake)から設定するようにしている． 
 

Item Unit I II III
S A (T;0.9) cm/sec2 1000 1400 1200
S A (T;0.7) cm/sec2 700 1000 800
Mean cm/sec2 493 723 523
Standard deviation cm/sec2 396 528 528
COV 0.80 0.73 1.01

Ground classificationStatistics of response acceleration
𝑆𝐴(90%) = 𝜇𝑆𝐴(𝑇) + 𝛷−1(0.9) ∙ 𝜎𝑆𝐴 

= 𝜇𝑆𝐴(𝑇) + 1.281552 ∙ 𝜎𝑆𝐴 

𝑆𝐴(70%) = 𝜇𝑆𝐴(𝑇) + 𝛷−1(0.7) ∙ 𝜎𝑆𝐴 

= 𝜇𝑆𝑣(𝑇) + 0.524401 ∙ 𝜎𝑆𝐴 

𝑆𝑉(90%) = 𝜇𝑆𝑣(𝑇) + 𝛷−1(0.9) ∙ 𝜎𝑆𝑣 

= 𝜇𝑆𝑣(𝑇) + 1.281552 ∙ 𝜎𝑆𝑣 

𝑆𝑉(70%) = 𝜇𝑆𝑣(𝑇) + 𝛷−1(0.7) ∙ 𝜎𝑆𝑣 

= 𝜇𝑆𝑣(𝑇) + 0.524401 ∙ 𝜎𝑆𝑣 
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図-3 設計速度応答スペクトル 1) 

（レベル2地震動） 

 

表-2  設計速度の確率統計量 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

表-3 限界状態と設計地震動の対応関係 9) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 日米両国で設計地震動の分類がこのように異なる．こ

の状態で構造物限界状態の安全性能を議論するには，両

者の概念を統合する検討場が必要になる．本論文では，

この状況に対して表-3の検討場を提案する． 
 同表は，米国と日本の設計地震動と限界状態の関係を

並置して示したものである．同表では，レベル 2地震動

を 2 分類して，修復限界状態に対してはレベル 2L 地震

動を，終局限界状態に対してはレベル 2U 地震動を対応

させることにする． 
同表は，地震規模と限界状態の関係を以下のように解

釈したものである．使用限界状態とは，構造物の応答が

弾性状態を検討対象にすることを意味しており，供用期

間 50年中に複数回発生する地震(MOE，レベル 1地震動)
を想定することになる．また，修復限界状態は弾塑性状

態を対象とし，簡易な修復により早期の機能回復が可能

となる程度の地震(DBE，レベル 2L地震動)を想定してい

る．その観点から，50 年間における数回程度発生する

地震を想定して，その発生確率は 10％程度に設定され

ることになる．一方，人命安全限界状態は，人命喪失を

何とか回避できる応答レベルであり，50 年間における

地震(MCE)の発生確率は稀にしか発生しないという意味

で 5%程度を想定している．しかし，日本における終局

限界状態は，構造物が崩壊に近い状態を前提としており，

早期の修復が困難な状況を想定する必要がある．この観

点から，50 年間に極稀にしか発生しないという意味で，

地震の発生確率は 2%あるいはそれ以下となる強大な地

震動（レベル 2U地震動）を想定していることになる． 
 
 
4. 性能設計化のための耐震安全性照査法 

 
(1) 水道管路の安全性指標 
 安全性照査関数 11)は強度変数 R，荷重変数 Sにより次

式で定義される． 
 

(11)             
 
強度と荷重に関する設計変数Rおよび Sが，式(8)に示す

ように，それぞれ平均値𝜇𝑋と変動係数𝛿𝑋で特性づけら

れる対数正規分布に従う不規則変数であるとする．その

安全性指標 12)は次式で定義できる． 
 

(12)          
 
 
ここで， 

 
 

(13) 
 

 
ところで，𝑅𝑛, 𝑆𝑛が𝑅, 𝑆の特性値であるとすると，強度

特性係数𝛾𝑅と荷重特性係数𝛾𝑆を導入し，特性値および

Item Unit Level1 Level2
S V (T;0.9) cm/sec 12 100
S V (T;0.7) cm/sec 8.4 70
Mean cm/sec 5.9 49
Standard deviation cm/sec 4.8 40
COV 0.82 0.82

Statistics of response velocity Seismic load

𝑍 = 𝑙𝑛(𝑅) − 𝑙𝑛(𝑆) 

S-1 S-2 S-3 S-4
IO LS CP

50%/50yrs 72yrs ● レベル１ MOE
20%/50yrs 225yrs ■ ●

10%/50yrs 475yrs ■ ● レベル２L DBE
5%/50yrs 970yrs □ ○ MCE
2%/50yrs 2475yrs ■ ● レベル２U
注）性能レベルの定義

S-1 使用限界

S-2 修復限界

S-3 人命安全限界

S-4 終局限界

● 基本構造物
■ 重要構造物

レベル２L レベル2地震動の70%非超過確率相当

レベル２U レベル2地震動の90%非超過確率相当

構造物の性能レベル 耐震基準

発生確率 再現期間 日本 米国

S-1
S-2 S-3

S-4

力

変位
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照査用設計値との間に次の関係が付けられる． 
 
           

        (14) 
         
       
ここで， 
        𝛾𝑅 = 1 + Φ−1(𝑃𝑅)𝜍𝑅 

(15) 
        𝛾𝑆 = 1 + Φ−1(𝑃𝑆)𝜍𝑆 
 
ただし，𝑃𝑅 , 𝑃𝑆はR, Sの非超過確率である． 
一方，照査用強度𝑅𝑑と照査用荷重𝑆𝑑を用いることで，

形式的に次の見かけの安全性指標が定義できる． 
 
 

(16) 
 
 
そして，二つの安全性指標は以下の関係で結ばれている． 
 

(17) 
 
 
 使用限界状態は，地震後運転再開が直ちに実施できる

という意味から構造物応答が弾性範囲内に留まっている

ことを保証する必要がある．したがって，その限界値は

弾性限界値  に一致しなければならない．次に，修復

限界状態は，地震後簡易な修復作業のあと運転再開でき

ることを保証する必要がある．そのためには，応答値が

弾塑性範囲に拡大してもそれが構造物の致命的な損傷に

至らない程度に収まる状態を想定できなければならない．

すなわち，地震動の大きさが弾塑性応答を引き起こす程

度の大きさであり，致命的な破損状態を招かない地震動

レベルとして地震動の大きさ自体を設定する必要がある．

前章で導入したレベル 2L 地震動はレベル 2U 地震動の

80%程度であり，構造物に弾塑性状態を引き起こす水準

であると想定され，弾塑性座屈発生開始変位（ひずみ b）
を修復限界値として設定するのに適切な設計地震動であ

ると判断される．一方，終局限界状態は，地震動により

構造物が崩壊するか否かを問うものであり，対象とする

地震動は想定できる最大地震動でなければならないから，

レベル 2U 地震動を採用すべきである．さらに，構造物

の崩壊を引き起こす破壊状態として，地震動による軸方

向繰り返しひずみ𝜀𝑓により発生が懸念される低サイクル

疲労破壊の可否を検討する必要がある．以上の考察は主

として一体構造管路を対象として考察したものである． 
一方，継手構造管路の場合は，とくに抜け出し防止機

構を有する耐震管を前提とすると，使用限界状態に対す

る限界値として単管の継手許容変位を想定することがで

きる．しかし，修復限界状態と終局限界状態を区別する

ことが難しく，いずれの状態でも漏洩事故を引き起こす

継手破断発生時点が限界値となる．ここで，複数の単管

継手で地盤震動変位を吸収するとき，継手破断はそれら

の連結管路による引張力がそれらを支える一本の耐震管

継手の抵抗装置であるロッキングリングの破断強度を超

過した時に発生する．したがって，修復限界と終局限界

の破断強度は同じであるが，作用する荷重はレベル 2L
地震動とレベル 2U 地震動で異なる点に留意すべきであ

る． 
 強度の特性値 Rdは一般的に従来からの公称値を想定

していることが多く，公称値を強度平均値から標準偏差

の 3倍程度を離して設定する事例が見られる．したがっ

て，ここでは平均値を 99.9% 非超過確率値を用いて設定

することにする． 
 
(2) 水道管路の耐震安全性照査法 
1) 水平方向伝搬波の波長 
 地盤ひずみを算定するには，表層地盤を水平方向に伝

搬する地震波長が必要となる．これに関わる地震波とし

ては，基盤内を水平方向に伝搬する実体波，鉛直下方か

ら小さな入射角を持って入射する SH 波の位相差に基づ

く水平方向伝搬成分波，さらに表面波が想定される．従

来から，わが国では水平方向伝搬波のモデルとして，高

圧ガス導管耐震設計指針 13)では表面波モデルを，既往水

道指針では SH 波モデルを採用してきた．とくに，既往

水道指針では，SH 波の水平方向伝搬速度を上方向伝搬

速度である剪断弾性波速度と工学的基盤内剪断波速度の

調和平均値に等しいと仮定してきた． 
 世界標準の設計法展開を目指す ISOの本来の考え方は，

各パイプライン管理団体や国によって水平方向伝搬波の

波長の定義が異なっても，その差異を許容して互いの設

計結果を信頼性設計理論に基づいて同一尺度で議論でき

るようにすることであるはずである．性能設計法は，こ

の考え方を実現する手法であるとすれば，このような議

論のできる設計の自由さを利点として持つべきであろう． 
 以上の議論を踏まえて，水道管路耐震安全性照査にお

いて，いずれの水平方向伝搬波を選択すべきかについて，

信頼性設計法の立場から以下のように検討する．  
 SH 波モデルによる水平方向伝搬波速度は次式で定義

できる． 
 

(18) 
ここで， 
 𝑇 ：地盤固有周期 
 𝐻    ：表層地盤厚 

𝑅𝑛 =
𝜇𝑅

𝛾𝑅
     ,                  𝑅𝑑 =

𝑅𝑛

𝛾𝑏
        

𝑆𝑛 = 𝛾𝑆𝜇𝑆  ,                  𝑆𝑑 = 𝛾𝑎𝑆𝑛 

𝑉𝑆 =
2𝑉𝑆𝐻𝑉𝐵

𝑉𝑆𝐻 + 𝑉𝐵
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 𝑉𝑆𝐻：表層地盤剪断波速度 
 𝑉𝐵  ：工学的基盤内剪断波速度 
 
したがって，SH波モデル水平方向伝搬波の波長𝐿𝑆は 
 

 (19) 
 

ただし，SH 波は管軸に対して 45°入射する場合を想定

する．一方，表面波モデルとして高圧ガス導管耐震設計

指針で採用されている Rayleigh 波 14)は軸方向入射する．

表面波の分散特性 12)を考慮して，分散曲線（水平方向伝

搬波速度と地盤固有周期の関係）から対象地盤の水平方

向伝搬波速度VRを次式 14)で算定する． 
 

     𝑇 ≤ 0.15 𝑠                        𝑉𝑅 = 100 𝑚/𝑠 

     0.15 𝑠 < 𝑇 < 2.5 𝑠         𝑉𝑅 = 100 +
700

2.8134
𝑙𝑛(𝑇/0.15) 

      (20) 
 
すなわち，表面波モデル水平方向伝搬波の波長𝐿𝑅は 
 

                    (21) 
 
 水平方向伝搬波長は管路ひずみを算定する基本設計変

数であることから，荷重算定式として SH 波モデルと表

面波モデルのどちらを採用することが安全性照査にどう

影響するかを，式(7)の構造解析係数𝛾𝑎の観点から議論

することができる． 
先ず，表面波モデルは水平方向伝播波としての物理的

根拠が明白である点で一定の合理性を有している．一方，

SH 波モデルは水平方向伝搬波としての物理的根拠は必

ずしも明白ではない． 
しかしながら，管路の耐震設計体系は，水平方向伝搬

波長だけでなく地震荷重から種々の安全性評価式まで耐

震設計法全体の妥当性，被害実績との整合性などから， 
総合的にその適用性を判断すべきである． 
既往の水道施設耐震設計指針では SH 波モデルを前提

に設計体系全体が組み立てられており，数十年に亘る水

道システムの耐震設計実務から地震防災対策までの経験

に基づいて，その妥当性が確認されてきた実績がある．

同様の議論が高圧ガス導管についても立場を替えて成立

する． 
したがって，一つの解決策として，水道管路の水平方

向伝搬波長式に対して SH 波モデルを採用する場合は

𝛾𝑎 = 1，表面波モデルを採用する場合は𝛾𝑎 ≥ 1，逆に高

圧ガス導管の水平方向伝搬波長式に対して SH 波モデル

を採用する場合は𝛾𝑎 ≥ 1，表面波モデルを採用する場合

は𝛾𝑎 = 1とすることが考えられる．性能設計法で期待さ

れる設計者の自由裁量を実現する方策として上記手法を

提案する． 
 

2) 一体構造管路に対する耐震安全性照査 
 一体構造管路の耐震安全性照査においても，基本的に

応答変位法に従う．既往水道指針と異なるのは， 
a) 水平方向伝搬波長は，比較の為，SH 波モデル

(𝛾𝑎 = 1)，表面波モデル(𝛾𝑎 ≥ 1)の両ケースを検

討する． 

b)  すべり開始限界剪断応力𝜏𝑐𝑟  (𝑁 𝑐𝑚2⁄ )は，次式よ

り算定する． 
 

(22) 
        
ただし，zは埋設深さ(m) 
 直管に発生する地震時軸方向ひずみ𝜀𝑆は次式で算定す

る． 
 

(23) 
 
ここで，    はそれぞれすべり係数 13)，管ひずみ変

換係数 13)そして地盤ひずみであり，次式で与えられる． 
 

 
 (24) 

 
 
ここで， 

 
 
 

(25) 
                                       
 
 
 
ただし，𝜏𝐺 , 𝐻, 𝐸, 𝑡は，それぞれ地盤剪断応力，表層地

盤深さ，管の弾性係数，管厚である． 
 したがって，一体構造管路の耐震安全性（破壊確率）

は次式により判定できる． 
 

 (26) 
 
ここで，𝜀𝑐𝑟は一体構造管の限界ひずみ． 
 
3) 継手構造管路に対する耐震安全性照査 
地盤震動による地盤変位𝑈ℎは，離脱防止付き継手構造

管（耐震管）では複数の継手変位により吸収すること 

𝐿𝑆 = 𝑉𝑆 ∙ 𝑇 

   𝑇 ≥ 2.5 𝑠                                   𝑉𝑅 = 800 𝑚/𝑠 

𝐿𝑅 = 𝑉𝑅 ∙ 𝑇 

𝑝𝑓 = 𝑃[𝜀𝑐𝑟 ≤ 𝜖] 

,           𝜏𝐺 =
2𝜋

𝐿𝑅

𝐸𝑡𝛼𝑆𝜀𝐺  

𝛼𝑆 =
1

1 + (
2𝜋
𝜆𝐿𝑅

)
2 

𝜀𝐺 =
2𝜋

𝐿𝑅

𝑈ℎ       , 
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図-5 耐震管継手断面図 15) 
 
が可能として次式で吸収管本数が算定できる． 
 

 (27) 
 
ここで，Δは継手許容変位で図-5 に示す，𝑚は地盤変位

吸収に必要な管本数． 
 
継手構造管路の地震時破壊は，地震波の最大振幅𝑈ℎ

を耐震管継手許容変位∆で吸収できる必要管本数𝑚が，

耐震管が耐えられる最大の管本数𝑚𝑐𝑟を上回る時に発生

する．この限界管本数は下記により算定 16)できる． 
 

(28) 
 
ここで，継手許容変位は単管長ℓ = 6𝑚の管で60𝑚𝑚

とされている．𝐹3は耐震管継手剪断強度17)3𝐷の係数3に
関する不確実性を評価するための変数である．  
したがって，継手構造管路の耐震安全性（破壊確率）

は次式により判定できる． 
 (29) 

 
4) 設計変数の変動係数 
一体構造管路および継手構造管路の設計変数𝑅, 𝑆はそ

れぞれ次式で与えられる． 
一体構造管路（溶接鋼管） ：𝑅 = 𝜀𝑐𝑟       ,    𝑆 = 𝜀𝑆  
継手構造管路（耐震管）      ：𝑅 = 𝑚𝑐𝑟       ,   𝑆 = 𝑚 

ここで，crは溶接鋼管の限界伸びひずみである． 
 不規則変数である設計変数𝑅, 𝑆に関する𝑙𝑛𝑅, 𝑙𝑛𝑆の変

動係数 18)は式(13)を考慮して式(23) ~ (28)から次式で定義

できる． 
 一体構造管路（溶接鋼管） 
 

(30) 
 
ただし， 

𝜍𝜀𝐺
= √𝜍𝑈ℎ

2 + 𝜍𝑇
2  

𝜍𝑇 = 𝜍𝑉𝑆𝐻
 

𝜍𝑈ℎ
= √𝜍𝑆𝑉

2 + 𝜍𝑉𝑆

2                                    (31) 

𝜍𝑞 = √𝜍𝜏𝑐𝑟
2 + 𝜍𝜏𝐺

2  

𝜍𝛼𝑆
= 0    

𝜍𝜏𝐺
= 𝜍𝜀𝑆

 
 継手構造管路（耐震管） 
 

(32) 
 
ここで，𝜍𝐹3

, 𝜍∆はそれぞれ継手内挿し口突起破壊強度に

関する𝑙𝑛𝐹3の変動係数および継手許容変位に関する𝑙𝑛Δ

の変動係数である． 
 

表-4 限界状態に対する強度照査式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-5  埋設管路の耐震設計条件 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

𝜍𝑅 = 𝜍𝜀𝑐𝑟
,    𝜍𝑆 = √𝜍𝜀𝐺

2 + 𝜍𝑞
2+𝜍𝛼𝑆

2  

𝜍𝑅 = √𝜍𝐹3

2 + 𝜍𝜏𝑐𝑟
2 ,    𝜍𝑆 = √𝜍𝑈ℎ

2 + 𝜍∆
2 

𝑝𝑓 = 𝑃[𝑚𝑐𝑟 ≤ 𝑚] 項目 記号 単位 数値

管外径 D mm 1016
管厚 t mm 9
表層地盤層厚 H m 30
埋設深さ z m 1.5
単管長 m 6
継手許容変位  mm 60
鋼ヤング率 E N/cm2 20,600,000
地盤固有周期 T s 1
地盤剪断波速度 V SH m/s 120
基盤剪断波速度 V B m/s 334
剪断波波長 Ls m 176.6
表面波波長 L R m 406
すべり開始限界剪断応力 t cr N/cm2 1.25
管降伏ひずみ 0.0014
管座屈開始ひずみ 0.0041
管疲労限界引張歪 0.01
耐震管継手剪断破壊強度係数 F 3 N/cm 30000

0.05

0.05
0
0

 cr

変動係数

ℓ

𝛿𝜀𝑐𝑟

𝛿𝐹3

𝛿∆

𝛿𝜏𝑐𝑟

管種 限界状態 強度照査式 備考

使用限界
降伏歪，弾性
座屈歪の最小値

修復限界 弾塑性座屈歪

終局限界 塑性疲労限界歪

使用限界

修復限界

終局限界

軸変位吸収
限界本数

一体構造管路

継手構造管路

𝑀 𝑛 𝜀𝑦  , 23
𝑡

𝐷
 (%)

46
𝑡

𝐷
      (%)

𝜀𝑓

𝐹3

𝜋ℓ𝜏𝑐𝑟

𝑚 =
𝑈ℎ

𝛥
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5) 限界状態に対する抵抗照査式 

使用限界状態，修復限界状態，終局限界状態に対する

一体構造管路および継手構造管路の強度照査式は表-4の
ように与えられる． 
 同表に示すように，一体構造管路ではその強度はそれ

ぞれの限界状態に対応する照査式を充てることができる．

一方，継手構造管路ではいずれの限界状態に対しても継

手破断モードは等しく，継手内挿し口突起破壊強度に支

配されるため，その照査式は 1 種類となる．しかし，3
限界状態の地盤変位量が異なることから，それぞれの限

界状態に対する安全性照査が可能となる． 
 

 

5. 管路の耐震安全性照査例 

 

4 章(2)の議論を踏まえて，水平方向伝搬波長を SH 波

モデルから表面波モデルに変更した場合の耐震安全性に

及ぼす効果を性能設計的観点から照査する． 
表-5に埋設管路に関する共通の耐震設計条件を示す． 
剪断弾性波速度 VSHを N値から算定する手法の推定誤

差を検討した既往研究事例 19)を参考にして，剪断弾性波

速度の平均値および標準偏差を 
 𝜇𝑉𝑆𝐻

= 120 𝑚/𝑠,        𝜎𝑉𝑆𝐻
= 37.5𝑚/𝑠 

とした．したがって，その変動係数は 𝛿𝑉𝑆𝐻
= 0.3125と

なる．図-6に本研究で用いる埋設管路・地盤モデルを示

す．剪断弾性波速度を用いて地盤固有周期 T が簡易式

𝑇 = 4𝐻 𝑉𝑆𝐻⁄ により算定できることから，Tの変動係数 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 埋設管路と地盤モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 3限界状態に対する安全性指標比較 

 Tは剪断弾性波速度の変動係数𝛿𝑉𝑆𝐻
に等しいとする．

さらに，水平方向伝搬波長の予測誤差は地盤固有周期の 
予測誤差のみに依存すると仮定して，その変動係数は 
 
                               𝛿𝐿𝑠 = 0.3125,      𝛿𝐿𝑅

= 0.3125    
とする． 
管路モデル 

 一体構造管路として溶接鋼管モデル，継手構造管路と

して耐震管モデルを採用する． 
地震荷重     

レベル 1地震動：設計震度 0.15の地震荷重． 
(速度応答スペクトル 12cm/s) 

 レベル 2地震動：修復限界状態に対してはレベル 2L 
地震動が，終局限界状態に対して

はレベル 2U 地震動が作用すると仮

定する．レベル2L地震動はレベル2
地震動の 70%非超過確率地震荷重に

相当し，レベル 2U 地震動はレベル

2 地震動の 90%非超過確率地震荷重

に相当すると仮定する． 
また，以下の計算では設定条件を簡易化するため，部分

係数𝛾𝑖 , 𝛾𝑏はいずれも 1.0と仮定する． 
 

(1) 水平方向伝搬波モデルによる安全性指標比較 

 図-7 は SH波モデルと表面波モデルの水平方向伝搬波

を用いた場合の見かけの安全性指標と安全性指標の値を

3限界状態に対して比較したものである． 
 同図の 2 本の実線は SH波モデルを示し，波線は表面

波モデルの場合を示している．また，太線の実線と破線

は式(17)の安全性指標𝛽を示し，細線の実線と破線は式

(16)の見かけの安全性指標𝛽𝑑を示している． 
 両者の安全性指標を比較すると，修復限界状態・終局 
限界状態では，見かけの安全性指標に対して安全性指標

が相対的に大きな値を示している．一方，使用限界状態

では両方の安全性指標が 2.0 周辺に集中している傾向が

見られる． 
 既往の水道施設耐震工法指針では，式(6)に示すよう

に照査用荷重と照査用強度の大小を判定するだけで，そ

の安全性照査により実現される安全性能について具体的

な情報を得る手段が提示されていなかった．同図の安全

性指標は，既往指針が実現している安全性能を安全性指

標の形で表現したものである．たとえば，修復限界状態

について見ると，SH 波モデルの安全性指標は 3.22 であ

り，表面波モデルの安全性指標は2.45であることを示し

ている． 
 SH 波モデルの安全性指標に対して表面波モデルの安

全性指標が小さいという意味は，水平方向伝搬波モデル

を変更することで，既往の水道指針の安全性指標が変化

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1 2 3

安
全
性
指
標

軸ラベル

SH波モデル

表面波モデル

SH波モデル

表面波モデル

見かけの安全性指標 bd

安全性指標 b

使用

限界

修復

限界
終局

限界
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し，しかもその変化様態は管路の耐震安全性を低減させ

る傾向を示していることである．この点について，次の

ように解釈できる．一つ目は既往の水道指針（SH 波モ

デル）の安全性照査結果は安全性を過大に見込んでいる

可能性があるという解釈であり，二つ目は既往の水道指

針設計体系内に異質な評価式（表面波モデル）を導入す

ることの影響が低い安全性評価（表面波モデルの安全性

指標が相対的に低い）になったという解釈である． 
 一つ目の解釈は，水平方向伝搬波の波長が SH 波モデ

ル（既往水道指針）では表面波モデルの場合よりも短く

なることで結果的に剪断応力度を大きく評価し，すべり

効果が過大に発揮されて管軸ひずみが小さくなり，安全

側の安全性評価に繋がったと解釈できる．この解釈から

言えることは，水平方向伝搬波長を短くするモデルは，

管軸ひずみの過少評価を導き，結果的に耐震安全性を過

大に見込むことである． 
 二つ目の解釈は，既往の水道指針体系に表面波モデル

を導入することで，管軸ひずみが水平方向伝搬波長に依

存して変動するものであり，既往の SH 波モデルが絶対

的なモデルではないことを確認できたことである．結果

的に，既往の設計体系が達成していた安全性を相対化で

き，安全性評価に幅広い視点を持ち込めたことになる． 
 表面波モデルが物理的観点からより妥当性があると判

断する場合は，一つ目の解釈に基づいて水平方向伝搬波

のモデル変更を検討することもありえよう．一方，二つ

目の解釈を推進する場合は SH 波モデルの適用性を確認

する調査研究を進めることで，表面波モデルの場合より

も高い安全性指標を実現できるように，既往水道指針の

高精度化を図る方策も考えられる． 
(2) 構造解析係数と安全性指標の関係 

 既往設計体系の一部に外部から異なる設計式を導入す

ることの影響とその対応策について以下に論じる． 
図-8は構造解析係数と安全性指標の関係を使用限界状

態・修復限界状態・終局限界状態について比較したもの

である． 
 既存設計体系の中に，外部設計式を導入するリスクを

評価する指標として構造解析係数を用いるものとする． 
 たとえば，修復限界状態についてみると，既往の設計

体系（SH 波モデル）では安全性指標は 3.22 に固定され

ているが，外部から導入する表面波モデルに対しては，

導入リスクを構造解析係数を増加する形で評価すると同

図のようになる．すなわち，係数を1.0から2.5まで増加

させると, 係数値が 1.9付近で SH波モデルの場合に到達

する．これは，外部から設計式を導入するリスクを構造

解析係数で評価すると 1.9 に相当することを示唆してい

ると解釈できる． 
 終局限界状態の場合には，同様に構造解析係数は 1.75
に対応し，使用限界状態の場合には，基本的に両モデル 

の安全性指標が等しくなる場合が存在しないことを示し

ている． 
 信頼性設計法の観点からは，既往の設計体系に外部か

ら設計式を導入することは設計の自由度を得るためのコ

ストを構造解析係数で定量化できたことになる．しかし，

このコストは既存設計体系を絶対視した場合に発生する

コストであって，もし設計者が既往設計体系を見直して

新たに別の設計体系を構築する場合には必ずしも従う必

要のないコストとも言える．1 を上回る構造解析係数の

大きさは，新設計体系を構築するかどうかの判断資料に

なりうる指標であると指摘できよう． 
  
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 構造解析係数と安全性指標の関係 
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1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
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性
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標

b
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6. まとめ 

 
 既往水道施設耐震工法指針の性能設計化を行うため，

新しい耐震安全性照査法を提案した． 
 得られた成果を下記に示す．  
(1) 既往水道施設耐震工法指針が実現している水道管

路の耐震安全性を安全性指標により定量評価する

定式化を行った．計算に用いた設計条件では使用

限界状態・修復限界状態・終局限界状態に対する

安全性指標は，概ね1.8~4.6の範囲にあることが判明

した． 
(2) 既往設計指針では水平方向伝搬波モデルとして SH

波モデルが採用されている．性能設計における設

計の自由度を確認する目的で表面波モデルに変更

した場合の既往設計指針の安全性指標への影響を

評価した． 
(3) 表面波モデルによる安全性指標は SH 波モデルの場

合よりも相対的に小さな値を示した．両者の差異

を既往設計システムに外部から表面波モデルを導

入するリスクを埋め合わせるために必要な構造解

析係数を評価すると修復限界状態に対してその係

数が 1.9，終局限界状態に対して 1.75 であることが

判明した． 
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PERFORMANCE-BASED SEISMIC SAFETY ASSESSMENT OF WATER 
PIPELINES COMPARING WITH THE CURRENT DESIGN APPROACH 

 
 

Takeshi KOIKE, Nobuhiro HASEGAWA, Masahiro HAMANO  
and Taku WATANABE 

 
     Current seismic design guideline for water pipelines cannot show the safety measures that the designer 
will obtain based on the seismic design guideline, although this guideline prepares the performance-based 
seismic design formula. To solve this problem, the authors propose a new seismic safety assessment method 
for the arc-welded joint steel and the mechanical joint ductile cast iron pipelines. 
     The proposed method can provide safety indices for serviceability, repairable and ultimate limit states 
of buried water pipelines. 
 

 


